
第９期介護保険事業計画「取組と目標」に対する自己評価シート

※「介護保険事業（支援）計画の進捗管理の手引き（平成３０年７月３０日厚生労働省老健局介護保険計画課）」の自己評価シートをもとに作成

区分 現状と課題 第９期における具体的な取組
目標

（事業内容、指標等）
実施内容

自己評価(達成率)
◎：80％以上
○：60～79％
△：30～59％
×：29％以下

課題と対応策

【開催回数】
　　Ｒ６　　　　　６回
　　Ｒ７　　　　　６回
　　Ｒ８　　　　　６回

【開催回数】　　　４回 ○
６団体ある老人クラブのうち、希望のあった４団体に対して保
健師、栄養士らが講師として介護予防の知識普及を行うことが
できた。今後も継続していく。

【延参加人数】
　　Ｒ６　　　 　１００人
　　Ｒ７　　　　　１００人
　　Ｒ８　　　　　１００人

【延参加人数】　　　８３人 ◎
健康教室の参加者に対し、保健師、栄養士らが講師として介護
予防の知識普及を行うことができた。今後も継続していく。

【開催回数】
　　Ｒ６　　　　　１１４回
　　Ｒ７　　　　　１１４回
　　Ｒ８　　　　　１１４回

【開催回数】　　１１３回 ◎
目標をほぼ達成できた。
自治会単位の教室は、開催地域が固定化しているため、未実施
地域での開催に向けて周知する必要がある。

【延参加人数】
　　Ｒ６　　　　　１，４００人
　　Ｒ７　　　　　１，４００人
　　Ｒ８　　　　　１，４００人

【延参加人数】　　１，２４７人 ◎

参加者数が増加している地区と伸び悩んでいる地区がある。背
景には、その地域内での農業従事者の多い少ないや、介護予防
に関する意識の差が影響していると考えられる。
地域特性に応じて実施方法を検討する必要がある。

【わくわくボランティア養成講座実施回数】
　　Ｒ６　　　　　１回
　　Ｒ７　　　　　１回
　　Ｒ８　　　　　１回

【わくわくボランティア養成講座実施回数】

１回
◎

実際に活動するボランティア会員の固定化と高齢化が課題とな
る。新しい人材を養成し、継続してボランティア活動に参加し
てもらえるよう養成講座受講修了者に対し、定期的な呼びかけ
を実施していく。

【スキルアップ研修会実施回数】
　　Ｒ６　　　　　１回
　　Ｒ７　　　　　１回
　　Ｒ８　　　　　１回

【スキルアップ研修会実施回数】　　　１回 ◎

実際に活動するボランティア会員の固定化と高齢化が課題とな
る。ボランティア会員の興味を惹くスキルアップ講座のテーマ
を検討し、養成講座受講修了者のうち、ボランティア活動に参
加していない方の参加するきっかけを作る。

【開催回数】
　　Ｒ６　　　　　６回
　　Ｒ７　　　　　６回
　　Ｒ８　　　　　６回

【開催回数】　　　６回 ◎

【延参加人数】
　　Ｒ６　　　　　９０人
　　Ｒ７　　　　　９０人
　　Ｒ８　　　　　９０人

【延参加人数】　　　１０４人 ◎

①自立支援・介護
予防・重度化防止

2024年度末の高齢化率が43.3％とな
り、今後とも、一層進展していくもの
と見込まれる。そのため、転倒骨折予
防教室等にリハビリ専門職が関わり、
健康教育や評価検討会をすることで、
地域における介護予防の取組の強化に
つなげる。

地域リハビリテーション活動支
援

【リハビリテーション専門職の派遣】
　　Ｒ６　　　　　６回
　　Ｒ７　　　　　６回
　　Ｒ８　　　　　６回

【リハビリテーション専門職の派遣】　　６回 ◎

東北メディカル学院の教員（理学療法士）に依頼し、介護予防
のための効果的な運動指導を行うことができた。また、関係機
関と事業結果・評価に係る検討会を１回開催し、次年度に向け
た方針等を検討することができた。今後も継続していく。

①自立支援・介護
予防・重度化防止

高齢化が進み、要介護認定を受ける人
も増えている。町内にあるリハビリ専
門職を育成する専門学校を活用し、介
護予防教室参加者に対し学生によるE-
SAS調査を行うことで、参加者への専
門的な知識の普及や地区単位の転倒骨
折予防教室の事業評価を行う。

東北メディカル学院生の活動支
援

介護予防教室参加者に対し、学生によるE-SAS調査を６月に実施
し、対象者への調査結果説明を９月に実施した。町内にあるリ
ハビリ専門職を育成する専門学生を活用することで、学生が地
域住民と交流できる機会を設けるとともに、参加者への専門的
な知識の普及を行うことができた。今後も継続していく。

①自立支援・介護
予防・重度化防止

他者との交流が少なかったり、家に閉
じこもり状態となる高齢者が多い。そ
のため、日中閉じこもり状態から介護
を要する状態にならないよう、自治会
単位の介護予防教室や送迎付きの地区
単位の介護予防教室を開催する。

地域型転倒骨折予防教室参加者
促進

①自立支援・介護
予防・重度化防止

支援が必要な高齢者を介護保険外の
サービスでも支えられるようにするた
め、介護予防や生活支援のために活動
できるボランティアの育成が必要と
なっている。

ボランティア人材育成支援

第９期介護保険事業計画に記載の内容 R６年度（年度末実績）

①自立支援・介護
予防・重度化防止

2024年度末の高齢化率が43.3％とな
り、今後も一層進展していくものと見
込まれる。高齢者が健康寿命を延ば
し、生涯にわたり心身ともに健康であ
るためには、介護予防や疾病悪化予防
等の知識の普及が必要であるため、既
存の組織を活用して健康教室を実施
し、高齢者に広く、普及啓発を行う。

老人クラブ健康相談教室参加促
進
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区分 現状と課題 第９期における具体的な取組
目標

（事業内容、指標等）
実施内容

自己評価(達成率)
◎：80％以上
○：60～79％
△：30～59％
×：29％以下

課題と対応策

第９期介護保険事業計画に記載の内容 R６年度（年度末実績）

①自立支援・介護
予防・重度化防止

地域社会における支え合い機能の希薄
化とともに、家庭内での介護能力や扶
養能力が低下している。そのため、誰
もが安心して暮らせる地域社会が必要
であり、住民一人ひとりが福祉活動の
担い手として各種の活動に自主的に参
画する地域福祉の推進を図るため、住
民主体の活動の場への支援が必要と
なっている。

住民主体の活動の場への支援

【通いの場への活動支援】
　　Ｒ６　　　　　８団体
　　Ｒ７　　　　　９団体
　　Ｒ８　　　　１０団体

　　　　　【活動支援】　　７団体

　７団体の通いの場に補助金を交付している。
　その他、通いの場の代表者との連絡会を１回実施
し、一体的実施事業を活用した専門職派遣を７団体
に計１１回実施している。
　各通いの場の活動場所の取材を行い、広報に活動
状況を掲載した。

◎

新規団体からの問い合わせも来ているが、開催頻度や参加人数
等要綱の条件を満たせず申請できない団体もある。今後、新規
活動団体を増やしていくためには要綱の見直し等の柔軟な対応
も検討が必要と考えている。また、全体的に代表者も高齢とな
り、後継者の育成も課題となっているため、新規参加者の呼び
かけや通いの場の意義の普及啓発を行っていくことが必要。

①自立支援・介護
予防・重度化防止

高齢者のみの世帯、家族が遠方におり
日常的な支援を受けられない高齢者が
増加している。それに伴い、ゴミ捨
て、草取り、除雪等の生活支援の相談
が寄せられている。また、訪問介護
サービスも人材不足であり、必要な方
が十分に利用できない状況になりつつ
ある。

住民主体の訪問型サービス（B
型）の体制づくり

【提供団体数】
　　Ｒ６　 　サービス開始に向けて検討
　　Ｒ７　　　サービス開始に向けて検討
　　Ｒ８　　　１団体

【提供団体数】　　　０団体 ×

町内自治会に類似した活動を実施している団体や、五戸町社会
福祉協議会にて実施する有償ボランティア活動があるが、事業
化には至っていない。
現在の事業として実施されている軽度生活支援事業や他の類似
の社会資源の実情を把握し、整理したうえで事業の請負先も含
めた具体的な検討が必要である。

①自立支援・介護
予防・重度化防止

高齢化の進行に伴い、認知症の高齢者
も増加している。認知症の人やその家
族が、できる限り住み慣れた地域で安
心して暮らし続けるために、早期発
見・早期対応の体制づくりを進める。

認知症の人やその家族を地域で
支援するためチームオレンジを
設置する。

【チームオレンジ設置数】
　　Ｒ６　　　　　１チーム
　　Ｒ７　　　　　１チーム
　　Ｒ８　　　　　１チーム

【チームオレンジ設置数】　　１チーム ◎

認知症サポーターステップアップ講座修了者でチームオレンジ
立ち上げとなり、３月から、認知症カフェにおいて認知症マス
コットキャラクター「ロバ隊長マスコット作り」を開始した。
認知症の方の得意なことを引き出して、サポーターと一緒に取
り組めるような場作りが課題である。今後は、サポーターとア
イデアを出し合いながら進めていく。

【個別会議（事例検討）開催回数】
　　Ｒ６　　　　　５回
　　Ｒ７　　　　　５回
　　Ｒ８　　　　　５回

【個別会議開催回数】　　　８回 ◎

【推進会議開催回数】
　　Ｒ６　　開催方法、内容について検討
　　Ｒ７　　開催方法、内容について検討
　　Ｒ８　　　　　１回

【推進会議開催回数】　　　１回 ◎

②給付適正化

サービス提供側の都合による不適切な
サービスや利用者の状態に合わない過
分なサービスの提供を防止する必要が
ある。現状では過剰なサービス提供は
みられていないが、利用者の状態に即
した適切なケアプランであるかを継続
して確認していく必要がある。
ケアプラン点検担当者の知識不足が課
題となっている。

ケアプラン点検を等して介護支
援専門員の「気づき」を促すと
ともに、自立支援に向けたケア
プランの作成への支援を行う。

【ケアプラン点検数】
　　Ｒ６　　　　　５０件
　　Ｒ７　　　　　５０件
　　Ｒ８　　　　　５０件

【ケアプラン点検数】　　４９件 ◎

ケアプラン点検におけるQ&Aの見直しを行ったり、介護支援専門
員資格保持者に確認を行う等して適切な助言が行えるようにす
る。国保連の介護保険担当者研修会に積極的に参加し、知識の
向上を図る。

【住宅改修訪問調査件数】
　　Ｒ６　　　　　３件
　　Ｒ７　　　　　３件
　　Ｒ８　　　　　３件

【住宅改修訪問調査件数】　　３件 ◎

【福祉用具訪問調査件数】
　　Ｒ６　　　　　１０件
　　Ｒ７　　　　　１０件
　　Ｒ８　　　　　１０件

【福祉用具訪問調査件数】　　１０件 ◎

②給付適正化

住宅改修等の申請書のみでは本人の具
体的な状態や居住環境を把握すること
が難しく、適正なサービスの判断に困
ることがある。利用者の状態にあった
サービスを利用していただくため、利
用者の居住環境や本人の状態をご家族
やケアマネジャーから聞き取り、連携
を取っていく必要がある。

住宅改修、福祉用具の購入等に
ついて、利用者の状態に合った
ものとなっているか訪問調査を
行う。

給付担当職員が調査を行っているため、専門的な目線での指導
が難しい。知識向上を図るとともに、都度専門職の方から聞き
取りを行うなどして適切な訪問調査を行う必要がある。

①自立支援・介護
予防・重度化防止

高齢者による身体・精神面、生活面で
の支援が必要な方が増加しているとと
もに、高齢者を支える取組の担い手不
足が生じている。町内の保健・医療・
介護・福祉が連携・協働し、質の高い
ケアマネジメントの実現とチームケア
を推進する。

地域ケア会議において多職種が
連携し、個別課題解決やネット
ワークの構築だけではなく、地
域課題解決に繋げていけるよ
う、機能を強化する。

令和６年度からケア会議の内容を地域課題解決のための事例検
討を主な内容としたため、昨年度抽出された地域課題を解決に
近づけていくための方法や方向性を検討していくために、構成
員の意見を新たに確認したり、協力を仰いでいく事が必要。

2


